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いての検討は，今後の課題としたいが，1 位から 21 位
までを列挙すれば，表１の通りになる．スウェーデンは







































して 30.58％である．第 2 グループには，スペイン，ド
イツ，イギリス，ギリシャ，日本が含まれ，公的社会支











1 オーストラリア 10 イギリス 19 スロベニア 28 ポルトガル
2 スウェーデン 11 ニュージーランド 20 スペイン 29 ハンガリー
3 カナダ 12 フィンランド 21 日本 30 ギリシャ
4 ノルウェー 13 オーストリア 22 チェコ 31 エストニア
5 スイス 14 ルクセンブルク 23 イタリア 32 ロシア
6 アメリカ 15 アイルランド 24 イスラエル 33 ブラジル
7 デンマーク 16 ベルギー 25 ポーランド 34 チリ
8 オランダ 17 ドイツ 26 スロバキア 35 メキシコ







は 0.269，第 2 グループが 0.328，第 3 グループが 0.322，




























































デンマーク 30.8 2 0.252 5.3
ベルギー 30.6 3 0.262 5.6
フィンランド 30.3 4 0.260 5.4








ドイツ 26.0 9 0.286 6.7
イギリス 23.7 13 0.341 10.0
ギリシャ 23.1 15 0.337 10.8
日本 22.3 17 0.336 10.7








ポーランド 20.8 22 0.305 7.7
アメリカ 19.8 23 0.380 15.9
オーストラリア 19.2 24 0.334 8.9








トルコ 12.8 31 0.411 15.1
チリ 10.2 32 0.501 26.5
韓国 9.3 33 0.310 10.5























































フランス 13.7 5.2 9.0 3.2 32.1
デンマーク 6.1 7.9 7.7 6.9 30.2
スウェーデン 8.2 5.5 7.3 7.7 29.8
ベルギー 10.0 8.1 8.1 2.1 29.7
フィンランド 9.9 7.1 6.8 4.7 29.4
Ⅱ
ドイツ 11.3 4.4 8.6 2.5 27.8
スペイン 9.3 6.8 7.0 2.0 26.0
イギリス 6.2 5.6 8.1 3.9 24.1
ギリシャ 13.0 2.6 6.5 1.5 23.9
日本 10.2 2.2 7.1 2.4 22.4
OECD 7.6 4.2 6.5 2.7 21.6
Ⅲ
ハンガリー 9.9 5.7 5.1 2.7 23.9
ポーランド 11.8 3.4 5.2 0.6 21.5
カナダ 4.5 5.6 8.0 1.0 19.4
アメリカ 6.8 2.8 8.3 1.1 19.2
オーストラリア 3.5 4.5 6.2 3.3 17.8
Ⅳ
イスラエル 5.0 4.4 4.1 2.3 16.0
トルコ 6.8 0.5 5.4 0.1 12.8
チリ 3.6 1.9 3.7 1.9 11.3
韓国 2.1 1.3 4.0 1.5 9.6





























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































く，フランスを除く，第 1 グループの国では，2007 年






























































































































料が全体の 14.3％を占め，1450 億クローノルである．支出 1
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分野の就業者数の 34.3% に達する．就業者の 3 人に 1 人
が公務員または公的企業の従業員である．次に，公的部
門を見ると，中央政府の公務員は 22.5 万人で就業人口













支出の両方において，1999 年には 1996 年に比べて大き
く増加した．2008 年のリーマンショック時においても，
経済成長はマイナスを記録し，一部の支出が減少したが，
次の 2010 年には回復し高い経済成長となった．1993 年
から 2011 年までの支出額は，全体として増大傾向を示



























































表 7　公的部門の財政支出の推移 10 億クローノル、倍
消費 投資 移転 利子 合計
1993 453 31 513 71 1,068 
1996 505 53 459 100 1,117 
1999 572 60 481 85 1,199 
2002 659 73 508 74 1,315 
2005 725 76 588 51 1,441 
2008 835 96 617 53 1,601 
2011 924 114 659 41 1,739 




移転 消費 投資 利子 その他 合計 構成比
一般行政経費 150,740 38,939 1,160 27,240 1,588 219,667 27.1
うち地方政府への一般補助金 85,138 85,138 10.5
国防 865 42,327 96 32 1,374 44,693 5.5
警察・司法 558 39,045 249 52 1,632 41,536 5.1
経済活動 40,353 32,038 17,547 421 3,065 93,424 11.5
環境 617 3,410 203 1 76 4,307 0.5
住宅・地域開発 2,920 531 6 -3 42 3,496 0.4
医療・保健 29,884 5,657 11 -2 46 35,597 4.4
余暇・文化・宗教 7,372 1,755 18 0 79 9,225 1.1
教育 25,523 23,593 483 3,864 759 54,221 6.7
社会保護 282,415 20,193 117 93 2,103 304,921 37.6
0.0
合計 541,248 207,488 19,890 31,698 10,763 811,088 100.0

















































































































　コミューンの 2012 年の支出は 5057 億クローノルであった
が，そのうち 819 億クローノルがサービスの購入であった．
2006 年の 12％から 16％に増加した．この増加は民間供
給者からの購入がほとんどを占め，10％から 14％に増
加した．そのうち民間企業からの購入（株式会社，商社，


































2008 2009 2010 2011 2012
一般行政 100 102 104 109 108
文化 100 99 100 101 103
余暇 100 101 106 111 115
就学前学校と児童福祉 100 104 108 114 120
教育 100 100 100 101 103
高齢者福祉 100 100 102 105 107
障害者福祉 100 103 106 112 116
個人と家族の福祉 100 107 111 114 118
特別な事業 100 99 111 115 125
経済活動 100 78 63 70 15
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